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1.  21年3月期の連結業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 4,700 △4.8 △644 ― △528 ― △2,154 ―

20年3月期 4,939 △1.4 82 △88.9 △51 ― △255 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当た

り当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

21年3月期 △19,039.60 ― △43.4 △9.3 △13.7

20年3月期 △2,255.49 ― △4.1 △0.7 1.7

（参考） 持分法投資損益 21年3月期  △2百万円 20年3月期  △188百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 4,656 3,908 83.8 34,478.84
20年3月期 6,693 6,039 90.1 53,275.49

（参考） 自己資本   21年3月期  3,902百万円 20年3月期  6,029百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

21年3月期 △319 22 0 2,037
20年3月期 △217 △1,692 △979 2,336

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（年間）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

20年3月期 ― ― ― ― 0.00 ― ― ―

21年3月期 ― ― ― ― 0.00 ― ― ―

22年3月期 
（予想）

― ― ― ― 0.00 ―

3.  22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

2,437 6.1 △254 ― △242 ― △238 ― △2,102.79

通期 5,355 13.9 6 ― 29 ― 15 ― 132.53



4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

（注）詳細は、20ページ「（７）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、34ページ「１株当たり情報」をご覧ください。 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期 113,183株 20年3月期 113,183株

② 期末自己株式数 21年3月期  ―株 20年3月期  ―株

（参考）個別業績の概要 

1.  21年3月期の個別業績（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期 4,356 △4.6 △649 ― △529 ― △2,147 ―

20年3月期 4,566 △6.4 △23 ― 33 △96.1 △649 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

21年3月期 △18,976.14 ―

20年3月期 △5,736.43 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期 4,579 3,897 85.1 34,438.93
20年3月期 6,604 6,018 91.1 53,172.11

（参考） 自己資本 21年3月期  3,897百万円 20年3月期  6,018百万円

2.  22年3月期の個別業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおります。実際の業績等は、業況
の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。 
 なお、上記予想に関する事項は、３ページ「１．経営成績（１）経営成績に関する分析」をご覧ください。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間

2,275 6.4 △253 ― △242 ― △244 ― △2,155.80

通期 5,028 15.4 10 ― 33 ― 14 ― 123.69



１．経営成績 

(１）経営成績に関する分析 

① 当連結会計年度の概況 

 当連結会計年度における国内携帯電話市場は、割賦販売方式が浸透したことなどによる端末買い替え需要の減

退や景気悪化による消費の低迷などにより、国内出荷台数が４年ぶりに前年を下回るとともに、携帯電話端末の

販売不振に歯止めがかからず、販売代理店の淘汰が加速するなど、市場の景況は依然として厳しい状況が続いて

おります。さらに、市場構造が従来の携帯事業者主導の垂直統合型から水平分業によるオープン化へと大きく変

化し、国内携帯端末メーカーの撤退や海外のインターネットプレーヤーによる国内進出が相次ぐなど、携帯電話

事業者、携帯端末メーカーともに成熟期のビジネスモデルを模索する動きが加速しております。 

  一方、モバイルコンテンツ市場におきましては、ワイヤレスブロードバンドの普及、次世代ネットワークの商

用サービスの拡大、モバイルデータ通信の高速化やパケット定額制が定着したことなどにより、リッチコンテン

ツ化が進み、デジタルコンテンツの需要も拡大しつつあります。また、インターネット関連市場の拡大に伴っ

て、消費者ニーズや事業機会が多様化する中、差別化と新たなサービス価値の創造に向けて企業間の競争が一層

激化しております。 

 このような経営環境の下、当社企業グループは、主力の国内コンテンツ配信事業における安定的収益の確保と

利益率の改善に向けて、集客力の強化やユーザー導線の拡張、コスト構造の見直しなどに注力いたしました。ま

た、新規事業におきましては、テレビ実況コミュニティ「おしゃべりテレビ」の機能を改善するとともに、一般

サイトによる無料ゲームサイトの立ち上げや新規コミュニティサービスサイトを積極的に投入することなどによ

り、事業基盤の強化拡充に取組みました。 

 併せて、株式会社シーエー・モバイルとの間で業務提携基本合意書を締結し、新たにコンテンツサービスの差

別化と高付加価値化の実現に向けた取組みを開始するとともに、次期単年度黒字化への布石を打つべく、成長分

野への経営資源の集中、ビジネスモデルの再構築やコスト構造の見直し、組織体制の整備・強化などに着手いた

しました。 

 なお、当社企業グループにおける事業の種類別セグメントの概況は以下のとおりであります。なお、「４． 

連結財務諸表 （８）注記事項（セグメント情報）」に記載のとおり、当連結会計年度より事業の種類別セグメ

ントを変更しております。このため、前年同期比較においては、前年度実績を変更後の区分に組み替えておりま

す。 

（a）国内コンテンツ配信事業 

 国内コンテンツ配信事業におきましては、主力公式サイトである月額課金制の「テトリス＆Getプチアプリ」

をソフトバンクモバイル株式会社のYahoo!ケータイサイトにおいても導入し、売上を維持したまま従来の従量課

金ビジネスから月額課金ビジネスへの移行を行いました。また、空気が読めている度合いを診断できる当社オリ

ジナルゲーム「空気読み。」や人気書籍の話題性とケータイならではの気軽さを融合した携帯版「みんなで自分

の説明書～B型、A型、AB型、O型」など、ユニークさと斬新さを併せ持つ人気コンテンツの投入により、潜在顧

客の開拓に注力いたしました。他社とのコラボレートした企画では、株式会社ixenが運営する遊べるSNS（ソー

シャル・ネットワーキング・サービス）「ixen」での当社オリジナルのキャラクター「ゆるゆるフレンズ」を利

用したカジノゲームサイト「ゆるカジ」の共同運営や株式会社ミクシィが運営する「mixiモバイル」へのFlash

ゲーム提供など、一般サイトとの連携強化により、公式サイトへの導線拡張と集客力の強化に取組んでまいりま

した。その一方で、Flashコンテンツによるアプリ開発コストの抑制、外注コストの削減など、利益率改善に向

けた取組みにも注力いたしました。また、仕掛品残高を適正水準にまで低減させるため、開発ラインの調整を実

施しております。 

 この結果、当連結会計年度における本事業セグメントの売上高は4,489百万円(前期比2.2％増)となりました。

（b）カジュアルコミュニケーション事業 

 カジュアルコミュニケーション事業におきましては、テレビ実況コミュニティ「おしゃべりテレビ」の本格的

バージョンアップを実施し、コンテンツサービスの利便性とエンターテインメント性の向上に努めるとともに、

多彩なゲストとのチャットイベントやインターネットラジオとの共催イベント等を通じて実証実験によるデータ

の収集と認知促進に取組みました。また、「ケータイサイト全部無料」をコンセプトに、複数の無料ケータイサ

イトが有機的に繋がる複合エンタメ・コミュニティサービス「わいわいサービス」においては、従来の５サイト

に加え、今年に入り新たに、バラエティに富んだ新しいFlashゲームを毎日配信する「ゲームモラエール」、オ

リジナル４コマコミックを雑誌形式で配信する「すぐまん」、簡単に心理テストが作れる「ウチらの心理テス

ト」、「光速麻雀」の４サイトを投入し、サービスの拡充と事業基盤の拡大に注力いたしました。 

 この結果、当連結会計年度における本事業セグメントの売上高は、人気家庭用ゲーム機「Wii(R)」のゲームダ

ウンロードサービス「WiiウェアTM」向け配信による売上も含め、６百万円となりました。 



（c）海外事業 

 海外におけるコンテンツ配信におきましては、引き続き、アウトソース配信により、採算性の向上を図るとと

もに、昨年12月には、米国で発売されたGoogle社が提供する携帯電話向けのプラットフォーム「Android」を搭

載した携帯電話「T-mobile G1」向けに、弊社の人気ゲーム「ケータイ少女」のキャラクターが登場するソリテ

ィアゲーム「Keitai Shoujo Solitaire - Spider -」の配信を開始いたしました。 

 この結果、本事業セグメントの売上高は88百万円(前期比13.5％減)となりました。 

（d）その他の事業 

 その他の事業におきましては、株式会社アコースティックが携帯電話向け動画配信システム「movie４U」のネ

ットワークカメラへの対応に加え、ワイド画面端末の普及に合わせ大画面に対応した高画質再生や高音質化を実

現するなど、機能拡張とサービスの拡充に注力いたしました。さらに、携帯電話の位置情報を利用したアドベン

チャー推理ゲーム「GPS探偵 - 捜査はお前の足で稼げ！-」や猫に関する無料SNS「猫会-にゃかい-」など新サイ

トの立ち上げを続々と開始しております。 

 また、当社オリジナルの人気携帯電話ゲーム「空気読み。」をニンテンドーDSiウェア向けにバージョンアッ

プし、「空気読み。DS」として配信を開始したほか、当社オリジナルコンテンツの人気キャラクターグッズを取

り扱う通信販売サイト「GMANIASTORE（ジーマニアストア）」をこの２月にオープンいたしました。 

 この結果、本事業セグメントの売上高は115百万円(前期比74.0％減)となりました。 

 これらの結果、当連結会計年度における売上高は4,700百万円(前期比4.8％減)となりました。また、損益面に

おきましては、ライセンス使用料やサイト運営費が増加したことなどから、営業損失は644百万円、経常損失は

528百万円となりました。なお、来期単年度において、抜本的事業構造改革による収益・利益確保の施策を積極

的に推進し、黒字化を実現するための事業構造改革費用や破産更生債権等に対する貸倒引当金繰入額を特別損失

に計上したことなどにより、当期純損失は2,154百万円となりました。 

② 次期の見通し 

 次期の見通しにつきましては、本格的なモバイルブロードバンド時代の到来により、データ通信環境の高速化と

パケット定額制の普及がさらに進展するとともに、モバイルプラットフォームのオープン化が加速することで、消

費者ニーズの多様化と企業間のサービス競争が一層激化することが予想されます。このような状況の下、当社企業

グループにおきましては、日々刻々と変化する経営環境に即応し、確実に収益・利益を確保できる企業体質へと転

換を図るべく、「収益力の強化・コスト削減」、「組織構造改革」、「既存事業の適正化と新規成長事業の展開」

を柱とする単年度黒字化実現に向けた抜本的構造改革に全社を挙げて取組んでおります。 

 具体的には、国内コンテンツ配信事業とカジュアルコミュニケーション事業間の壁を取り払い、コンテンツサー

ビスに関わる事業を横断的水平展開することで、事業間シナジーを最大限に発揮し、事業機会の拡大、集客導線の

拡張、ユーザーの囲い込みや固定化の促進に繋げるとともに、無料サイトとアイテム課金モデルとの効果的融合に

より、顧客基盤の拡充と売上高の拡大を目指してまいります。 

 また、マーケティング機能の強化、意思決定の迅速化、サービス責任の明確化を図るため、国内事業本部の組織

体制を機能単位から新たに収益単位へと改編するとともに、利益最大化の実現に向けて、現行マネタイズサイトポ

ートフォリオの最適化に取組んでまいります。さらに、本社移転や人員採用の一時凍結などを始めとするコスト構

造改革を断行することで、単年度黒字化を実現し、確実に利益が確保できる強靭な企業体質へと転換を図ってまい

ります。 

 これらにより、次期の業績見通しにつきましては、売上高5,355百万円、営業利益６百万円、経常利益29百万

円、当期純利益15百万円を見込んでおります。 



(２) 財政状態に関する分析 

① 資産、負債及び純資産の状況 

（資産） 

 当連結会計年度末における資産は、前連結会計年度末より2,036百万円減少（30.4％減）し、4,656百万円となり

ました。 

 流動資産は、前連結会計年度末より1,949百万円減少（34.2％減）し、3,746百万円となりました。主な要因は、

現金及び預金の減少297百万円、債権区分変更による短期貸付金の減少1,495百万円であります。 

 固定資産は、前連結会計年度末より87百万円減少（8.7％減）し、910百万円となりました。主な要因は、有形固

定資産及び無形固定資産の減価償却による減少58百万円、有形固定資産の減損による減少48百万円であります。な

お、債権区分の変更により破産更生債権等1,495百万円を認識し、当該債権に対する貸倒引当金1,493百万円を計上

しております。 

（負債） 

 当連結会計年度末における負債は、前連結会計年度末より94百万円増加（14.5％増）し、748百万円となりまし

た。主な要因は、未払金の増加20百万円、事業構造改革引当金の計上64百万円であります。 

（純資産） 

  当連結会計年度末における純資産は、前連結会計年度末より2,131百万円減少（35.3％減）し、3,908百万円とな

りました。主な要因は、当期純損失の計上による利益剰余金の減少2,154百万円であります。 

② キャッシュ・フローの状況 

  当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、2,037百万円（前年同期2,336百

万円）となりました。各キャッシュ・フローの状況と主な要因は以下のとおりであります。 

 （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  営業活動の結果、319百万円の資金使用（前年同期217百万円の資金使用）となりました。主な要因は、税金等

調整前当期純損失2,154百万円、貸倒引当金の増加額1,493百万円、事業構造改革引当金の増加額64百万円、売上

債権の増加額61百万円、たな卸資産の減少額161百万円、前渡金の増加額131百万円、利息及び配当金の受取額110

百万円、法人税の還付額189百万円であります。 

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  投資活動の結果、22百万円の資金獲得（前年同期1,692百万円の資金使用）となりました。主な要因は、無形固

定資産の取得による支出20百万円、貸付金の回収による収入45百万円、保険積立金の解約による収入55百万円、

敷金の差入による支出60百万円であります。 

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  財務活動の結果、0.5百万円の資金使用（前年同期979百万円の資金使用）となりました。要因は、配当金の支

払額0.5百万円であります。 

(３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

   当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の最重要課題の一つと位置づけたうえで、財務体質の強化と積極的 

 な事業展開に必要な内部留保の充実を勘案し、安定した配当政策を基本方針としております。 

  なお、当期の期末配当につきましては、配当可能利益がないため、誠に遺憾ながら無配とすることといたしまし 

 た。 

  また、次期の配当につきましては、現時点においては無配とさせていただきますが、収益力の改善を図り、可及 

 的早期の復配を目指して参る所存でございます。 



２．企業集団の状況 

  当社企業グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（株式会社ジー・モード）及び連結子会社３社から構成され

ております。当社企業グループの各事業区分における主な事業内容は以下のとおりであります。なお、事業区分は事 

業の種類別セグメントと同一でありますが、当連結会計年度より事業区分を変更しております。当該変更の内容につい

ては、「４．連結財務諸表 （８）注記事項（セグメント情報）」をご参照ください。 

事業区分 主な事業内容 

  国内コンテンツ配信事業  携帯電話向けゲームコンテンツ及び着メロの企画・開発・運営 

  カジュアルコミュニケーション事業 
携帯電話一般サイトや各種メディアデバイス等を利用したインター

ネットカジュアルコミュニティサービスの企画・開発・運営 

  海外事業 携帯電話向けゲームコンテンツの配信及びライセンス供与等 

  その他の事業 

携帯電話ウェブサイトを利用したプロモーション支援、携帯電話向

けゲームコンテンツ、動画配信ツール及び着メロ制作ツールのライ

センス供与等 



 [事業系統図] 

  前頁を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

連結子会社：株式会社アコースティック 

      株式会社モバイル・リサーチ 

      株式会社Ｇ３ 



３．経営方針 

(１）会社の経営の基本方針 

  当社は、「人々の心の潤いとなるコンテンツ・サービスをネットワークを通じて広く遍く提供することですべての

人々に心豊かな生活をもたらす」ことを、経営理念とし企業活動を行っております。ネットワークは、「いつでも、

どこでも、誰にでも」コンテンツを提供することが可能な媒体であることから、手軽に誰もが楽しめるコンテンツを

提供することによって、より多くの人々が楽しむことを実現できます。 

  当社は、そんな小さな楽しみが広がることによって、より心豊かで幸せな社会が生まれることを願っております。

  そのため当社は、創業当時から「いつでも、どこでも、誰とでも」を１つの行動指針とし、手軽に誰もが楽しめる

ようさまざまなハードルを下げていくことを目標としております。価格を下げる、分かりやすいルールにする、すぐ

に遊べるユーザインタフェースや画面デザインを考える、このようにさまざまなハードルを下げることで、ひとりで

も多くの人が楽しみ、喜べるコンテンツをこれからも提供し続けていきたいと考えております。 

(２）目標とする経営指標 

 当社企業グループは、強固な収益基盤を早期に構築し、企業価値をより高めるため、一定率以上の利益率を確保す

ることを重点に経営に取り組んでおります。ただし、過去３期に渡る最終赤字という状況を踏まえ、当期は、さらに

収益力を強化するとともにコスト削減施策を強力に推進することにより、単年度営業黒字化を実現し、確実に収益・

利益を確保できる企業体質へ転換を図ることを第一の目標といたします。 

(３）中長期的な会社の経営戦略 

 当社は、「日本最強のコンテンツ・サービス・プロバイダーを目指す」を中期的な経営目標として掲げておりま

す。しかしながら、ここ数年における当社を取巻く市場環境は、過去の経験値を超える厳しい状況が続いており、安

定的収益基盤の確立と利益最大化を実現するビジネスモデルの構築が喫緊の経営課題となっております。  

 こうした状況の下、激しく変化する経営環境に即応し、確実に収益・利益を確保できる企業体質へと転換を図るべ

く、「収益力の強化・コスト削減」、「組織構造改革」、「既存事業の適正化と新規成長事業の展開」を柱とする単

年度黒字化実現に向けた抜本的構造改革に全社を挙げて取組んでおります。 

 さらに、外部環境の変化に動じない強固な企業体質の構築に向けて、公式サイトビジネスに大きく依存する従来の

単元的収益モデルから多元的利益創出モデルへの転換を図るべく、機動的で柔軟な事業運営に向けた組織体制の構築

やコアコンピタンスとの相乗作用の最大化と競争優位性を有する新たな収益モデル創出に向けた事業構造改革を強力

に推進することで、「利益ある持続的成長」の実現と経営基盤の安定・強化を目指してまいります。 

(４）会社の対処すべき課題 

① 事業体制の革新による「利益体質」の確立 

  当社企業グループは３期連続最終赤字という状況を踏まえ、早期に業績改善を図りつつ、中長期的な成長基盤を

構築することが経営の最重要課題であると考えております。 

  そのためには、経営環境や顧客ニーズの急激な変化への迅速かつ適確な対応と事業最適化によるコスト効率の向

上が喫緊の課題であります。当社企業グループが得意とする事業分野への経営資源の集中に加え、主力事業の組織

体制に「ユニット制」を導入し、自主的で機動力のある組織構造へと改編することで、意思決定の迅速化とサービ

ス責任の明確化を図ってまいります。また、利益最大化最適化モデルの創出に向けて、「国内コンテンツ配信事

業」と「カジュアルコミュニケーション事業」の両事業領域でコンテンツサービスに関わる事業を横断的水平展開

し、事業間シナジーを最大限に発揮することで、事業機会の拡大、集客導線の拡張、ユーザーの囲い込みや固定化

の促進に繋げるとともに、無料サイトとアイテム課金モデルとの効果的融合により、顧客基盤の拡充と売上高の拡

大を目指してまいります。 



② 国内コンテンツ配信事業の強化 

 当社企業グループの主力事業である国内コンテンツ配信事業におきましては、携帯電話事業者間における激しい

利用者獲得競争と、各社によるサービスの充実や携帯電話機能の拡充により、公式コンテンツの重要性が益々高ま

っております。また、ユーザーニーズの多様化やモバイル検索エンジン導入による公式・一般サイトのボーダーレ

ス化などにより、一般サイトが急速に普及するとともに、無料コンテンツの利用も拡大しつつあり、新規会員獲得

機会の減少や既存会員の退会加速、ビジネスモデル維持コストの増加などが懸念される状況となっております。こ

のような環境の中、当該事業の体質改善は喫緊の課題であり、付加価値の高い独創的サービスやコンテンツ創りに

注力するとともに、一般サイトとの連携強化による公式サイトへの導線拡張やマーケティング機能の強化、機能単

位から収益単位への組織改編などにより、集客力の強化と収益力の拡大を図ってまいります。また、Flashコンテ

ンツによるアプリ開発コストの低減や現行マネタイズサイトポートフォリオを最適化することなどにより、利益率

の向上を目指してまいります。 

③ 内部統制システムの強化 

 金融商品取引法で求められる財務報告に係る内部統制システムに関し、統制状況の文書化、整備状況の評価は終

了し、適切な統制が実際に働いているかを確認する段階に到達しております。長期的には、金融商品取引法に留ま

らず、コンプライアンス等、広義の内部統制分野との有機的結合により、ステークホルダーからの信頼に応える、

実効性のある内部統制システムの構築・運用を図ります。 

(５）内部管理体制の整備・運用状況 

 コーポレート・ガバナンスに関する報告書の「内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備の状況」に

おいて記載しておりますのでご参照ください。 



４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,351,884 2,054,479

受取手形及び売掛金 1,247,045 1,322,828

たな卸資産 286,345 －

仕掛品 － 118,410

原材料及び貯蔵品 － 7,777

未収還付法人税等 180,997 4,540

繰延税金資産 1,547 824

短期貸付金 1,550,000 －

その他 84,931 244,608

貸倒引当金 △6,992 △7,009

流動資産合計 5,695,759 3,746,460

固定資産   

有形固定資産   

建物 86,460 44,138

減価償却累計額 △31,227 △39,653

建物（純額） 55,233 4,485

工具、器具及び備品 201,137 183,100

減価償却累計額 △142,953 △154,770

工具、器具及び備品（純額） 58,183 28,329

有形固定資産合計 113,417 32,815

無形固定資産   

のれん 78,236 67,804

その他 50,263 48,599

無形固定資産合計 128,499 116,403

投資その他の資産   

投資有価証券 38,673 37,730

長期貸付金 477,000 477,000

破産更生債権等 － 1,495,000

敷金 － 234,531

繰延税金資産 1,530 1,611

その他 238,283 8,780

貸倒引当金 － △1,493,481

投資その他の資産合計 755,486 761,171

固定資産合計 997,403 910,389

資産合計 6,693,163 4,656,850



（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 290,806 300,002

未払金 231,035 251,633

未払法人税等 17,774 8,943

繰延税金負債 11,545 15,319

事業構造改革引当金 － 64,867

その他 102,668 104,390

流動負債合計 653,828 745,158

固定負債   

繰延税金負債 － 3,459

固定負債合計 － 3,459

負債合計 653,828 748,617

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,320,723 3,320,723

資本剰余金 2,978,396 2,978,396

利益剰余金 △267,853 △2,422,812

株主資本合計 6,031,266 3,876,307

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △1,387 △1,261

繰延ヘッジ損益 － 27,372

評価・換算差額等合計 △1,387 26,111

少数株主持分 9,455 5,813

純資産合計 6,039,334 3,908,232

負債純資産合計 6,693,163 4,656,850



（２）連結損益計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

売上高 4,939,903 4,700,499

売上原価 3,001,428 3,316,596

売上総利益 1,938,474 1,383,903

販売費及び一般管理費 ※1  1,856,289 ※1, ※2  2,028,779

営業利益又は営業損失（△） 82,185 △644,875

営業外収益   

受取利息 50,574 109,467

為替差益 2,188 －

その他 3,262 13,449

営業外収益合計 56,025 122,916

営業外費用   

為替差損 － 884

持分法による投資損失 188,753 2,902

投資事業組合運用損 － 2,258

その他 609 10

営業外費用合計 189,362 6,055

経常損失（△） △51,152 △528,014

特別利益   

投資有価証券売却益 28,805 －

特別利益合計 28,805 －

特別損失   

固定資産除却損 ※3  873 ※3  752

投資有価証券評価損 21,587 －

貸倒引当金繰入額 － 1,493,481

事業構造改革費用 － ※4, ※5  123,281

その他 － 8,702

特別損失合計 22,460 1,626,217

税金等調整前当期純損失（△） △44,807 △2,154,232

法人税、住民税及び事業税 26,074 11,093

法人税等調整額 183,502 △10,903

法人税等合計 209,577 190

少数株主利益 898 536

当期純損失（△） △255,282 △2,154,959



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 3,320,723 3,320,723

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,320,723 3,320,723

資本剰余金   

前期末残高 2,978,396 2,978,396

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,978,396 2,978,396

利益剰余金   

前期末残高 672,042 △267,853

当期変動額   

剰余金の配当 △113,183 －

当期純損失（△） △255,282 △2,154,959

自己株式の消却 △571,429 －

当期変動額合計 △939,895 △2,154,959

当期末残高 △267,853 △2,422,812

自己株式   

前期末残高 △571,429 －

当期変動額   

自己株式の消却 571,429 －

当期変動額合計 571,429 －

当期末残高 － －

株主資本合計   

前期末残高 6,399,732 6,031,266

当期変動額   

剰余金の配当 △113,183 －

当期純損失（△） △255,282 △2,154,959

自己株式の消却 － －

当期変動額合計 △368,465 △2,154,959

当期末残高 6,031,266 3,876,307



（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 － △1,387

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,387 126

当期変動額合計 △1,387 126

当期末残高 △1,387 △1,261

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 － －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － 27,372

当期変動額合計 － 27,372

当期末残高 － 27,372

評価・換算差額等合計   

前期末残高 － △1,387

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,387 27,498

当期変動額合計 △1,387 27,498

当期末残高 △1,387 26,111

新株予約権   

前期末残高 868,000 －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △868,000 －

当期変動額合計 △868,000 －

当期末残高 － －

少数株主持分   

前期末残高 8,556 9,455

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 898 △3,641

当期変動額合計 898 △3,641

当期末残高 9,455 5,813

純資産合計   

前期末残高 7,276,289 6,039,334

当期変動額   

剰余金の配当 △113,183 －

当期純損失（△） △255,282 △2,154,959

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △868,489 23,857

当期変動額合計 △1,236,954 △2,131,102

当期末残高 6,039,334 3,908,232



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純損失（△） △44,807 △2,154,232

減価償却費 60,099 58,791

のれん償却額 10,431 13,370

貸倒引当金の増減額（△は減少） △300 1,493,498

事業構造改革引当金の増減額（△は減少) － 64,867

受取利息及び受取配当金 △50,574 △109,467

為替差損益（△は益） 196 1,113

持分法による投資損益（△は益） 188,753 2,902

投資事業組合運用損益（△は益） － 2,258

持分法適用会社への未実現利益調整額 △72,197 －

投資有価証券売却損益（△は益） △28,805 －

固定資産除却損 873 752

投資有価証券評価損益（△は益） 21,587 －

事業構造改革費用 － 58,413

売上債権の増減額（△は増加） 87,768 △61,640

たな卸資産の増減額（△は増加） 89,877 161,456

前渡金の増減額（△は増加） － △131,286

仕入債務の増減額（△は減少） 43,617 △749

未払金の増減額（△は減少） 38,294 20,744

その他 △50,307 1,390

小計 294,507 △577,816

利息及び配当金の受取額 44,430 110,976

和解金の支払額 － △750

法人税等の還付額 1,256 189,276

法人税等の支払額 △557,688 △41,163

営業活動によるキャッシュ・フロー △217,493 △319,476



（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △11,308 △101,247

定期預金の払戻による収入 200,000 100,000

有形固定資産の取得による支出 △40,841 △3,527

無形固定資産の取得による支出 △19,341 △20,292

投資有価証券の取得による支出 △8,400 △4,725

投資有価証券の売却による収入 34,159 －

関係会社株式の売却による収入 29,990 －

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
収入

－ ※2  8,056

貸付けによる支出 △1,550,000 －

貸付金の回収による収入 45,000 45,000

関係会社貸付けによる支出 △355,500 －

保険積立金の解約による収入 － 55,839

敷金の差入による支出 － △60,621

その他 △16,587 3,993

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,692,830 22,475

財務活動によるキャッシュ・フロー   

新株予約権の買入消却による支出 △868,000 －

配当金の支払額 △111,330 △537

財務活動によるキャッシュ・フロー △979,330 △537

現金及び現金同等物に係る換算差額 △196 △1,113

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,889,851 △298,653

現金及び現金同等物の期首残高 5,226,416 2,336,565

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  2,336,565 ※1  2,037,911



（５）継続企業の前提に関する注記 

     該当事項はありません。 

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (１)連結子会社の数     ２社 

   連結子会社の名称  

    株式会社アコースティック 

    株式会社モバイル・リサーチ 

(１)連結子会社の数     ３社    

   連結子会社の名称  

    株式会社アコースティック 

    株式会社モバイル・リサーチ 

    株式会社Ｇ３ 

    なお、株式会社Ｇ３は、平成20年11

   月20日の株式取得により、連結子会社

   となりましたが、平成20年12月31日を

     みなし取得日としております。 

２．持分法の適用に関する事項  該当事項はありません。 

 なお、平成19年12月に関連会社である 

ガンホー・モード株式をすべて売却した 

ため、当連結会計年度末において、ガン 

ホー・モード株式会社は、持分法適用関 

連会社ではなくなりました。 

 ただし、当連結会計年度の損益の持分 

に見合う額等は、連結損益計算書に反映 

しております。 

 該当事項はありません。 

 株式会社Ｇ３は、平成20年４月１日に

同社の第三者割当増資を当社が全額引き

受けたため、当連結会計年度より持分法

の適用会社となりましたが、平成20年11

月20日の株式取得に伴い、連結子会社と

なったため、持分法の適用会社から除外

しております。 

 なお、関連会社であった期間の損益は

連結損益計算書に含めております。 

３．連結子会社の事業年度等に

関する事項 

  連結子会社の決算日は、連結決算日と 

一致しております。 

同左 

４．会計処理基準に関する事項     

(1）重要な資産の評価基準及

び評価方法 

①有価証券 

  その他有価証券  

    時価のないもの 

     移動平均法による原価法によって 

  おります。 

②デリバティブ 

――――― 

③たな卸資産 

    製品・仕掛品 

     個別法による原価法によっており 

  ます。 

    貯蔵品 

     総平均法による原価法によってお 

  ります。 

①有価証券 

  その他有価証券  

   時価のないもの 

同左 

②デリバティブ 

時価法によっております。 

③たな卸資産 

   仕掛品 

 個別法による原価法によっており

ます。（貸借対照表価額については

収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法） 

   貯蔵品 

 総平均法による原価法によってお

ります。（貸借対照表価額について

は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法） 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

(2）重要な減価償却資産の減

価償却の方法 

①有形固定資産 

  定率法（ただし、「工具、器具及び 

 備品」のうち、パソコン及びサーバー 

 については 定額法）によっておりま 

 す。 

    なお、主な耐用年数は以下のとおり 

 であります。 

    建物         ３～18年 

    工具、器具及び備品  ３～20年 

②無形固定資産 

   定額法によっております。 

   なお、自社利用のソフトウェアにつ 

  いては、社内における利用可能期間 

  (３～５年)に基づいております。 

①有形固定資産 

同左 

②無形固定資産 

同左 

(3）重要な繰延資産の処理方

法 

株式交付費 

  支出時に全額費用として処理しており

ます。 

――――― 

(4）重要な引当金の計上基準 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた 

め、一般債権については貸倒実績率によ 

る計算額を、貸倒懸念債権等特定の債権 

については個別に回収可能性を勘案し、 

回収不能見込額を計上しております。 

――――― 

貸倒引当金 

同左 

事業構造改革引当金 

 事業構造の改革により発生が見込まれ

る費用について、合理的に見積もられる

金額を計上しております。 

(5）重要な外貨建の資産又は

負債の本邦通貨への換算

の基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の 

直物為替相場により円貨に換算し、換算 

差額は損益として処理しております。 

同左 

 



項目 
前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

(6）重要なヘッジ会計の方法  ――――― ①ヘッジ手段の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段…為替予約 

 ヘッジ対象…外貨建予定取引 

③ヘッジ方針 

 事業活動に伴う為替変動によるリス

クを低減させることを目的としており

ます。 

④ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ有効性の判定は、原則として

ヘッジ開始時から有効性判定時点まで

の期間において、ヘッジ対象の相場変

動又はキャッシュ・フロー変動の累計

とヘッジ手段の相場変動又はキャッシ

ュ・フロー変動の累計とを比較し、両

者の変動額等を基礎にして判断してお

ります。ただし、ヘッジ手段とヘッジ

対象の資産・負債又は予定取引に関す

る重要な条件が同一である場合には、

有効性が100％であることが明らかであ

るため、有効性の判定は省略しており

ます。 

(7）重要なリース取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が、借主に移転す 

ると認められるもの以外のファイナン 

ス・リース取引については、通常の賃貸 

借取引に係る方法に準じた会計処理によ 

っております。 

――――― 

(8）その他連結財務諸表作成

のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式を採 

用しております。 

消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び負債

の評価に関する事項 

  連結子会社の資産及び負債の評価につ 

いては、全面時価評価法を採用しており 

ます。 

同左 

６．のれんの償却に関する事項  のれんの償却については、10年間の均 

等償却を行っております。 

同左 

７．連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及 

び容易に換金可能であり、かつ、価値の 

変動について僅少なリスクしか負わない 

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来 

する短期投資からなっております。 

同左 



（７）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

（表示方法の変更） 

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

（固定資産の減価償却の方法の変更) 

   当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連 

 結会計年度より、平成19年４月１日以降に取得した有形 

 固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却 

 の方法に変更しております。 

  これによる損益に与える影響は軽微であります。 

―――――― 

―――――― 

（たな卸資産の評価基準及び評価方法の変更) 

   通常の販売目的で保有するたな卸資産については、従 

 来、主として個別法による原価法によっておりました 

 が、当連結会計年度より「棚卸資産の評価に関する会計 

 基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表 

 分）が適用されたことに伴い、主として個別法による原 

 価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく 

 簿価切下げの方法）により算定しております。 

  これによる当連結会計年度の営業損失、経常損失及び 

 税金等調整前当期純損失への影響は軽微であります。 

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

（連結貸借対照表） 

１．前連結会計年度まで流動資産の「その他」に含めて 

 表示しておりました「短期貸付金」は、当連結会計年 

 度において資産の総額の100分の５を超えたため区分掲

 記しました。 

  なお、前連結会計年度末の「短期貸付金」の金額 

 は、166,500千円であります。 

  

（連結貸借対照表） 

１．「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規 

 則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 

 内閣府令第50号）が適用となることに伴い、前連結会 

 計年度において、「たな卸資産」として掲記されてい 

 たものは、当連結会計年度から「仕掛品」「原材料及 

 び貯蔵品」に区分掲記しております。なお、前連結会 

 計年度の「たな卸資産」に含まれる「仕掛品」「原材 

 料及び貯蔵品」は、それぞれ284,937千円、1,407千円 

 であります。 

２．前連結会計年度まで投資その他の資産の「その他」 

 に含めて表示しておりました「敷金」は、当連結会計 

 年度において資産の総額の100分の５を超えたため区分 

 掲記しました。 

  なお、前連結会計年度末の「敷金」の金額は、 

 173,910千円であります。 



（追加情報） 

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

（固定資産の減価償却の方法の変更) 

    当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、平 

  成19年３月31日以前に取得した有形固定資産について 

  は、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用 

  により取得価額の５％に到達した連結会計年度の翌連 

  結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額と 

 の差額を５年間にわたり均等償却し、減価償却費に含 

 めて計上しております。 

   これによる損益に与える影響は軽微であります。 

―――――― 



（８）注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成21年３月31日） 

────── ────── 

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 

  は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 

   は次のとおりであります。 

  広告宣伝費    405,161千円 

  役員報酬 190,207 

  給与及び手当    244,575 

  支払手数料    160,956 

  キャリア手数料     431,701 

  貸倒引当金繰入額  6,700 

  広告宣伝費  477,111千円 

  役員報酬       182,897 

  給与及び手当   254,450 

  支払手数料         187,178 

  キャリア手数料 440,957 

  貸倒引当金繰入額       6,617 

※２        ────── ※２ 一般管理費に含まれる研究開発費 

   118,099千円 

※３ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ※３ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

  建物       730千円 

  工具、器具及び備品      142千円 

  合計        873千円 

工具、器具及び備品        752千円 

※４         ────── ※４ 事業構造改革費用の内訳は、次のとおりでありま 

   す。 

  減損損失       48,309千円 

 本社移転費用      74,971千円 

 合計     123,281千円 

 



前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

※５         ────── ※５ 減損損失      

 当社企業グループは、当連結会計年度において以

下のとおり減損損失を計上しました。       

（１）減損損失を認識した主な資産 

（２）減損損失の認識に至った経緯      

 事業構造の改革に伴い、処分予定の意思決定を行っ

たため、減損損失を認識しております。     

（３）減損損失の金額 

用 途 種 類 場 所 

除却予定資産 
建物・工具、

器具及び備品  
東京都渋谷区 

 建物 42,321千円

 工具、器具及び備品 5,988千円

 合計 48,309千円

  （４）資産のグルーピングの方法        

 当社企業グループは減損会計の適用にあたり、事

業単位を基準とした管理会計上の区分に従って資産

のグルーピングを行っております。また、除却予定

資産については個別に取り扱うこととしておりま

す。        

（５）回収可能価額の算定方法        

 当社企業グループの回収可能価額は、正味売却価

額を採用しております。また、正味売却価額につい

ては、処分価額により算定しており、除却予定資産

については、処分価額を「０円」として算定してお

ります。        



（連結株主資本等変動計算書関係） 

前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の発行済株式総数の減少4,270株は、自己株式の消却による減少であります。 

    ２．普通株式の自己株式の株式数の減少4,270株は、自己株式の消却による減少であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

（注)１．ストックオプションとしての新株予約権であります。 

   ２．平成14年新株予約権第１回の減少は、新株予約権の消却によるものであります。 

   ３．平成15年新株予約権第２回の減少は、新株予約権の消却によるものであります。 

   ４．平成17年新株予約権第３回の減少は、新株予約権の消却によるものであります。 

５．平成17年新株予約権第６回の減少は、新株予約権の買入消却によるものであります。 

  
前連結会計年度末 

株式数（株） 

当連結会計年度増加

株式数（株） 

当連結会計年度減少

株式数（株） 

当連結会計年度末株

式数（株） 

 発行済株式        

   普通株式 （注）１ 117,453 － 4,270 113,183 

合計 117,453 － 4,270 113,183 

 自己株式         

   普通株式 （注）２ 4,270 － 4,270 － 

合計 4,270 － 4,270 － 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権の 

目的となる 

株式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当連結会計 

年度末残高 

（千円） 

前連結会計 

年度末  

当連結会計

年度増加  

当連結会計 

年度減少  

当連結会計 

年度末  

 提出会社 

 (親会社) 

 平成14年新株予約権第１回  

（注）１,２ 
普通株式 585 － 90 495 － 

 平成15年新株予約権第２回 

（注）１,３ 
普通株式 378 － 42 336 － 

 平成17年新株予約権第３回 

（注）１,４ 
普通株式 3,702 － 354 3,348 － 

 平成17年新株予約権第４回 

（注）１ 
普通株式 3,806 － － 3,806 － 

 平成17年新株予約権第５回 

（注）１ 
普通株式 300 － － 300 － 

 平成17年新株予約権第６回 

（注）５ 
普通株式 86,800 － 86,800 － － 

 平成17年新株予約権第７回 

（注）１ 
普通株式 700 － － 700 － 

 合計  － 96,271 － 87,286 8,985 － 



３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

（注)１．ストックオプションとしての新株予約権であります。 

   ２．平成14年新株予約権第１回の減少は、新株予約権の消却によるものであります。 

   ３．平成15年新株予約権第２回の減少は、新株予約権の消却によるものであります。 

   ４．平成17年新株予約権第３回の減少は、新株予約権の消却によるものであります。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  該当事項はありません。 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  該当事項はありません。 

  （決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

  平成19年５月10日 

  取締役会 
 普通株式 113,183 1,000 平成19年３月31日 平成19年６月11日

  
前連結会計年度末 

株式数（株） 

当連結会計年度増加

株式数（株） 

当連結会計年度減少

株式数（株） 

当連結会計年度末株

式数（株） 

 発行済株式        

   普通株式 113,183 － － 113,183 

合計 113,183 － － 113,183 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権の 

目的となる 

株式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当連結会計 

年度末残高 

（千円） 

前連結会計 

年度末  

当連結会計 

年度増加  

当連結会計 

年度減少  

当連結会計 

年度末  

 提出会社 

 (親会社) 

 平成14年新株予約権第１回  

（注）１,２ 
普通株式 495 － 45 450 － 

 平成15年新株予約権第２回 

（注）１,３ 
普通株式 336 － 18 318 － 

 平成17年新株予約権第３回 

（注）１,４ 
普通株式 3,348 － 30 3,318 － 

 平成17年新株予約権第４回 

（注）１ 
普通株式 3,806 － － 3,806 － 

 平成17年新株予約権第５回 

（注）１ 
普通株式 300 － － 300 － 

 平成17年新株予約権第７回 

（注）１ 
普通株式 700 － － 700 － 

 合計  － 8,985 － 93 8,892 － 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成20年3月31日現在）

現金及び預金勘定    2,351,884千円

預入期間が３ヶ月を超える 

定期預金    △15,319千円

現金及び現金同等物     2,336,565千円

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年3月31日現在）

現金及び預金勘定    2,054,479千円

預入期間が３ヶ月を超える 

定期預金 △16,567千円

現金及び現金同等物  2,037,911千円

※２       ―――――――― ※２ 株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産及び負債の主な内訳 

    株式の取得により新たに株式会社Ｇ３（以下、

「Ｇ３」という。）を連結したことに伴う連結開

始時の資産及び負債の内訳並びにＧ３株式の取得

価額とＧ３取得による収入（純額）との関係は次

のとおりであります。 

  流動資産 36,381千円 

  のれん 2,902千円 

 流動負債 △22,186千円 

  支配獲得時までの持分法適 

 用後の株式の連結貸借対照 

 表計上額 △7,097千円 

  追加取得したＧ３株式の取 

 得価額 10,000千円 

  Ｇ３の現金及び現金同等物 △18,056千円 

  差引：Ｇ３取得による収入 8,056千円 



（有価証券関係） 

前連結会計年度（平成20年３月31日） 

 １．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

     ２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 （注） 当連結会計年度において、その他有価証券で時価のない株式について21,587千円の減損処理を行っており 

    ます。 

当連結会計年度（平成21年３月31日） 

     時価評価されていない主な有価証券の内容 

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

34,159 28,805 － 

  連結貸借対照表計上額（千円） 

  その他有価証券   

   非上場外国株式 

   投資事業有限責任組合等及びこれに類する事業体へ 

   の出資金 

  

 20,026 

  

18,647 

  連結貸借対照表計上額（千円） 

  その他有価証券   

   非上場外国株式 

   投資事業有限責任組合等及びこれに類する事業体へ 

   の出資金 

  

20,152 

  

17,577 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成21年３月31日） 

１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産（流動）  

未払事業税   1,543千円

未払事業所税       1,537 

一括償却資産  2,506 

製造原価否認  33,081 

その他  20 

小計    38,689 

評価性引当額  △37,142 

繰延税金資産合計（流動）        1,547 

繰延税金負債（流動） 

未収還付事業税 11,545 

繰延税金負債合計（流動） 11,545 

繰延税金資産（固定）  

減価償却費      3,852 

一括償却資産      767 

投資有価証券評価損      48,666 

繰越外国税額控除      6,284 

繰越欠損金   249,046 

その他 456 

小計    309,073 

評価性引当額  △307,543 

繰延税金資産合計（固定）        1,530 

繰延税金資産（流動）  

未払事業税   1,946千円

未払事業所税      1,519 

一括償却資産 1,203 

製造原価否認      27,055 

事業構造改革費用    46,051 

その他  1,088  

小計          78,865 

評価性引当額 △77,793 

繰延税金資産合計（流動）       1,072 

繰延税金負債（流動） 

その他     248 

繰延税金負債合計（流動）    248 

繰延税金資産（流動）の純額    824 

繰延税金負債（流動）  

繰延ヘッジ損益 15,319 

繰延税金負債合計（流動）    15,319 

繰延税金資産（固定）  

減価償却費 6,255 

一括償却資産 436 

投資有価証券評価損   49,585 

貸倒引当金  303,540 

繰越欠損金 769,321 

その他 334  

小計 1,129,474 

評価性引当額 △1,127,863 

繰延税金資産合計（固定）     1,611 

繰延税金負債（固定）  

繰延ヘッジ損益     3,459 

繰延税金負債合計（固定） 3,459 

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率   40.7％

（調整） 

交際費等永久に損金に算入されない項目  △2.7 

住民税均等割等  △9.3 

のれん償却額 △9.5 

評価性引当額の増加額 △462.6 

その他 △24.3 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △467.7 

２. 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7％

（調整） 

交際費等永久に損金に算入されない項目 △0.0 

住民税均等割等 △0.2 

のれん償却額 △0.3 

評価性引当額の増加額 △40.0 

その他 △0.2 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 0.0 



（セグメント情報） 

ａ．事業の種類別セグメント情報 

前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

 （注）１. 事業区分の方法 

       事業は、サービスの系列性、市場の類似性等を考慮して区分しております。 

     ２．当連結会計年度より新規事業として「カジュアルコミュニケーション事業」を開始しております。 

３. 各区分に属する主要な製品 

４. 消去又は全社の項目に含めた金額及び主な内容は以下のとおりであります。 

  

国内コン
テンツ配 
信事業 
（千円） 

国内受託
事業 

（千円） 

海外事業 
（千円） 

カジュアル
コミュニケ
ーション 
事業 

（千円） 

その他の 
事業 

（千円） 
計（千円） 

消去又は 
全社 

（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ．売上高及び営業 

  損益 
                

売上高                 

(1）外部顧客に対

する売上高 
4,394,140 282,657 102,377 － 160,727 4,939,903 － 4,939,903 

(2）セグメント間

の内部売上高

又は振替高 

9,530 968 － － 2,340 12,838 (12,838) － 

計 4,403,670 283,625 102,377 － 163,067 4,952,741 (12,838) 4,939,903 

営業費用 3,424,231 227,701 133,010 91,928 145,665 4,022,537 835,180 4,857,718 

営業利益又は営

業損失（△） 
979,439 55,924 △30,633 △91,928 17,401 930,203 (848,018) 82,185 

Ⅱ．資産、減価償却

費及び資本的支

出 

                

資産 1,615,538 511,040 94,510 52,226 71,893 2,345,209 4,347,953 6,693,163 

減価償却費 21,195 2,695 2,419 915 3,326 30,553 29,546 60,099 

資本的支出 2,629 9,299 51 493 2,040 14,514 24,106 38,620 

事業区分 主要製品 

 国内コンテンツ配信事業  携帯電話向けゲームコンテンツ及び着メロの企画・開発・運営 

 国内受託事業 
 ＰＣ向けゲームコンテンツ、ＰＣウェブサイト及び携帯電話向け 

 着メロの受託制作  

 海外事業  携帯電話向けゲームコンテンツの配信及びライセンス供与等 

 カジュアルコミュニケーション   

 事業 

携帯電話一般サイトや各種メディアデバイス等を利用したイン 

ターネットカジュアルコミュニティサービスの企画・開発・運営 

 その他の事業 

 携帯電話ウェブサイトを利用したプロモーション支援、携帯電話 

 向けゲームコンテンツ、動画配信ツール及び着メロ制作ツールの 

 ライセンス供与等 

  
当連結会計年度 

（千円） 
主な内容 

消去又は全社の項目に含めた配賦不

能営業費用の金額 
848,940 

提出会社の総務部、経理財務部等管理部門に

かかる費用 

消去又は全社の項目に含めた全社資

産の金額 
4,531,702 

提出会社の余資運用資金（現金及び預金）及

び経理財務部等管理部門にかかる資産 



当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 （注）１. 事業区分の方法 

       事業は、サービスの系列性、市場の類似性等を考慮して区分しております。 

２. 各区分に属する主要な製品 

３. 消去又は全社の項目に含めた金額及び主な内容は以下のとおりであります。 

 ４. 会計処理の方法の変更 

 （棚卸資産の評価に関する会計基準） 

  「（７）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表分）を適用しておりま

す。この変更による当連結会計年度の営業利益又は営業損失への影響は軽微であります。 

  

国内コンテ
ンツ配信事

業 
（千円） 

カジュアル 
コミュニケー
ション事業 
（千円） 

海外事業  
（千円） 

その他の 
事業 

（千円） 
計（千円） 

消去又は 
全社 

（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ．売上高及び営業 

  損益 
              

売上高               

(1）外部顧客に対す

る売上高 
4,489,821 6,665 88,556 115,455 4,700,499 － 4,700,499 

(2）セグメント間の

内部売上高又は

振替高 

－ － － 5,594 5,594 (5,594) － 

計 4,489,821 6,665 88,556 121,050 4,706,094 (5,594) 4,700,499 

営業費用 3,842,371 456,661 129,642 107,454 4,536,129 809,245 5,345,375 

営業利益又は営業

損失（△） 
647,450 △449,995 △41,086 13,596 169,964 (814,840) △644,875 

Ⅱ．資産、減価償却費

及び資本的支出 
              

資産 1,704,666 43,107 39,526 107,140 1,894,440 2,762,410 4,656,850 

減価償却費 15,787 4,183 1,043 4,989 26,004 32,786 58,791 

減損損失 29,569 6,906 2,552 1,726 40,755 7,554 48,309 

資本的支出 6,108 － 232 402 6,743 18,843 25,586 

事業区分 主要製品 

 国内コンテンツ配信事業  携帯電話向けゲームコンテンツ及び着メロの企画・開発・運営 

 カジュアルコミュニケーション   

 事業 

携帯電話一般サイトや各種メディアデバイス等を利用したイン 

ターネットカジュアルコミュニティサービスの企画・開発・運営 

 海外事業 携帯電話向けゲームコンテンツの配信及びライセンス供与等 

 その他の事業 

 携帯電話ウェブサイトを利用したプロモーション支援、携帯電話 

 向けゲームコンテンツ、動画配信ツール及び着メロ制作ツールの 

 ライセンス供与等 

  
当連結会計年度 

（千円） 
主な内容 

消去又は全社の項目に含めた配賦不

能営業費用の金額 
816,847 

提出会社の総務部、経理財務部等管理部門に

かかる費用 

消去又は全社の項目に含めた全社資

産の金額 
2,946,139 

提出会社の余資運用資金（現金及び預金）及

び経理財務部等管理部門にかかる資産 



 ５. 事業区分の変更 

   従来、国内受託事業については、区分掲記しておりましたが、事業構造の改変に伴い重要性が低下したた

め、当連結会計年度より、その他の事業に含めて表示しております。 

 なお、従前の区分に従った当連結会計年度における国内受託事業の売上高は30,575千円、営業利益は

1,004千円、総資産は6,496千円、減価償却費は2,958千円であります。 

ｂ．所在地別セグメント情報 

  前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

    本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

    本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

ｃ．海外売上高 

  前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

    海外売上高は連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

    海外売上高は連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 



（関連当事者情報） 

前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

 （１）親会社及び法人主要株主等 

 （２）兄弟会社等 

      １．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

   ２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

   （注）１．ユーリーグ株式会社への貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しており、返済条件 

       は期間１年の一括返済としております。なお、担保は受け入れておりません。 

      ２．ガンホー・モード株式会社への貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しておりま 

       す。なお、担保は受け入れておりません。また、返済条件を期間４ヶ月の一括返済から期間３年間の一 

       括返済に変更しております。 

        ３．ガンホー・モード株式会社については、平成20年３月28日に実施された完全親会社ガンホー・オンライ 

       ン・エンターテイメント株式会社の定時株主総会において、同社への吸収合併が決議・承認されまし 

       た。なお、合併期日（効力発生日）は、平成20年５月12日とされております。 

属性 
会社等の名
称 

住所 
資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の兼

任等 
事業上の
関係 

法  人 

主要株主 

ユーリーグ 

株式会社 

東京都 

新宿区 
32,600 

出版・通

販・情報

サービス

事 業 

 (所有） 

直接 18.66
－ 業務提携

資金の貸付

（注）1 
1,550,000 短期貸付金 1,550,000 

利息の受取

（注）1 
18,975 未収収益 891 

属性 
会社等の名
称 

住所 
資本金又
は出資金 
(千円) 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高 
(千円) 役員の兼

任等 
事業上の
関係 

法  人

主要株主 

の子会社 

ガンホー・

モード 

株式会社 

（注）3 

東京都 

千代田区 
50,000 

オンライ

ンゲーム

サービス

事 業 

－ － 

ゲーム 

コンテン

ツの受託

開発 

資金の貸付

（注）2 
355,500 

長期貸付金 477,000 

資金の 

援助 

貸付金の回

収（注）2 
45,000 

利息の受取

（注）2 
16,288  未収収益 4,816 



当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

（追加情報） 

 当連結会計年度より、「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号 平成18年10月17日）及

び「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号 平成18年10月17日）を適

用しております。 

 なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。 

関連当事者との取引 

 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

 連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主（会社等の場合に限る。）等 

１.  上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２.  ユーリーグ株式会社及びガンホー・オンライン・エンターテインメント株式会社は、当連結会計年度末現在関連

   当事者に該当しておりません。取引金額は関連当事者であった期間の金額を、期末残高は関連当事者でなくなっ

   た時点の残高を記載しております。 

３.  取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注) １．市場金利を勘案し利率を合理的に決定しております。担保は受け入れておりません。 

   ２．独立の第三者間取引と同様の一般的な取引条件で行っております。 

   ３．市場金利を勘案し利率を合理的に決定しております。担保は受け入れておりません。なお、当該貸付は、 

         平成20年５月に実施された同社によるガンホー・モード株式会社吸収合併に伴い貸付先が変更されたもの 

     であります。 

種類 
会社等の名
称又は氏名 

所在地 

資本金又
は出資金 

（千円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合
（％） 

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
（千円） 

法人主要
株主 

ユーリーグ 
株式会社 

東京都 
新宿区 32,600 

出版・通
販・情報
サービス
事業 

(所有)
直接4.52％

－

資金の貸付
(注)1 

－ 短期貸付金 1,550,000

利息の受取
(注)1 53,952 未収収益 594

ガンホー・
オンライ
ン・エンタ
ーテインメ
ント株式会
社 

東京都 
千代田区 5,313,884 

オンライ
ンゲーム
サービス
事業 

－ －

ライセンス
使用(注)2 80,093 買掛金 51,878

資金の貸付
(注)3 

－ 長期貸付金 477,000



（１株当たり情報） 

  (注）１．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

   なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に 

  ついては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期 

  純損失であるため記載しておりません。 

１株当たり純資産額   (注)１ 53,275円49銭

１株当たり当期純損失金額(注)２  2,255円49銭

   なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に 

  ついては、潜在株式は存在するものの１株当たり当期 

  純損失であるため記載しておりません。 

１株当たり純資産額   (注)１ 34,478円84銭

１株当たり当期純損失金額(注)２ 19,039円60銭

項目 
前連結会計年度末 

（平成20年３月31日） 
当連結会計年度末 

（平成21年３月31日） 

 純資産の部の合計額     （千円） 6,039,334 3,908,232 

 純資産の部の合計額から控除 

 する金額          （千円） 9,455 5,813 

 （うち少数株主持分） (9,455) (5,813) 

 普通株式に係る期末の純資産額（千円） 6,029,879 3,902,418 

 １株当たり純資産額の算定に用 

 いられた期末の普通株式の数   (株） 

  

113,183 

  

113,183 



     ２．１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

 当期純損失         （千円） 255,282 2,154,959 

  普通株主に帰属しない金額  （千円） － － 

  普通株式に係る当期期純損失 （千円） 255,282 2,154,959 

 期中平均株式数        （株） 113,183 113,183 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

 平成15年６月27日定時株主総会 

 決議第２回ストック・オプション

（新株予約権） 

 普通株式              336株 

 平成17年６月28日定時株主総会 

 決議第３回ストック・オプション

（新株予約権） 

 普通株式            3,348株 

 平成17年６月28日定時株主総会 

 決議第４回ストック・オプション

（新株予約権） 

 普通株式           3,806株 

 平成17年６月28日定時株主総会 

 決議第５回ストック・オプション

（新株予約権） 

 普通株式           300株 

 平成17年６月28日定時株主総会 

 決議第７回ストック・オプション

（新株予約権） 

 普通株式         700株 

 平成14年２月７日定時株主総会 

 決議第１回ストック・オプション

（新株予約権） 

 普通株式              450株 

 平成15年６月27日定時株主総会 

 決議第２回ストック・オプション

（新株予約権） 

 普通株式              318株 

 平成17年６月28日定時株主総会 

 決議第３回ストック・オプション

（新株予約権） 

 普通株式            3,318株 

 平成17年６月28日定時株主総会 

 決議第４回ストック・オプション

（新株予約権） 

 普通株式           3,806株 

 平成17年６月28日定時株主総会 

 決議第５回ストック・オプション

（新株予約権） 

 普通株式           300株 

 平成17年６月28日定時株主総会 

 決議第７回ストック・オプション

（新株予約権） 

 普通株式         700株 



（重要な後発事象） 

 （開示の省略） 

   リース取引、デリバティブ取引、退職給付、ストック・オプション等、企業結合等に関する注記事項については、

  決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略しております。 

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

 ――――――― （重要な子会社株式の譲渡） 

当社は、平成21年３月31日開催の取締役会において、連

結子会社である株式会社Ｇ３（以下、「Ｇ３」という。）

の全株式を譲渡することを決議いたしました。 

① 譲渡理由 

現在当社では来期単年度黒字化の実現に向けた抜本的

構造改革による収益・利益確保のための施策を積極的に

推進しております。企業グループ全体の収益性や資産の

効率的運用の観点から、当社の強みを活かすモバイルコ

ンテンツ事業への経営資源集中を実現するため、Ｇ３全

株式の譲渡を決定いたしました。 

② 譲渡先の名称 

ピーシーフェーズ株式会社 

③ 譲渡の日程 

平成21年３月31日 取締役会決議 

平成21年４月１日 譲渡日 

④ 当該子会社の名称及び事業内容 

⑤ 譲渡する株式の数、譲渡価額及び譲渡前後の所有株式

の状況 

⑥ 損益に与える影響 

当該株式譲渡により8,189千円の株式売却益が生じる見

込みであります。 

商号 株式会社Ｇ３ 

主な事業内容 モバイルセールスプロモーション

事業、その他周辺事業 

譲渡前の所有株式数 400株（所有割合 100.0％）  

譲渡株式数 400株（譲渡価額 20,000千円）

譲渡後の所有株式数 －株（所有割合 －％） 



５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,219,962 1,935,789

受取手形 7,085 －

売掛金 1,174,743 1,221,072

仕掛品 284,306 118,410

貯蔵品 49 6,709

前渡金 31,837 163,123

前払費用 34,651 28,649

未収還付法人税等 180,997 1,999

短期貸付金 1,550,000 －

その他 17,375 51,948

貸倒引当金 △6,600 △6,600

流動資産合計 5,494,408 3,521,103

固定資産   

有形固定資産   

建物 80,981 38,660

減価償却累計額 △31,077 △38,613

建物（純額） 49,904 46

工具、器具及び備品 194,411 174,576

減価償却累計額 △139,903 △150,123

工具、器具及び備品（純額） 54,508 24,453

有形固定資産合計 104,412 24,500

無形固定資産   

商標権 171 108

ソフトウエア 44,107 42,139

その他 143 143

無形固定資産合計 44,422 42,391

投資その他の資産   

投資有価証券 38,673 37,730

関係会社株式 212,070 236,284

長期貸付金 477,000 477,000

破産更生債権等 － 1,495,000

敷金 169,427 230,048

その他 63,791 8,502

貸倒引当金 － △1,493,481

投資その他の資産合計 960,962 991,083

固定資産合計 1,109,798 1,057,975

資産合計 6,604,206 4,579,078



（単位：千円）

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

買掛金 282,086 271,216

未払金 223,490 245,033

未払費用 37,783 37,437

未払法人税等 － 8,583

繰延税金負債 11,545 15,319

前受金 14,608 25,561

預り金 11,077 9,374

前受収益 － 283

事業構造改革引当金 － 64,867

その他 5,435 40

流動負債合計 586,027 677,718

固定負債   

繰延税金負債 － 3,459

固定負債合計 － 3,459

負債合計 586,027 681,177

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,320,723 3,320,723

資本剰余金   

資本準備金 2,978,396 2,978,396

資本剰余金合計 2,978,396 2,978,396

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 △279,553 △2,427,330

利益剰余金合計 △279,553 △2,427,330

株主資本合計 6,019,566 3,871,790

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △1,387 △1,261

繰延ヘッジ損益 － 27,372

評価・換算差額等合計 △1,387 26,111

純資産合計 6,018,179 3,897,901

負債純資産合計 6,604,206 4,579,078



（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

売上高 4,566,947 4,356,382

売上原価 2,917,275 3,190,344

売上総利益 1,649,671 1,166,037

販売費及び一般管理費 1,672,684 1,815,997

営業損失（△） △23,012 △649,959

営業外収益   

受取利息 50,351 109,103

為替差益 2,188 －

その他 4,218 14,706

営業外収益合計 56,759 123,809

営業外費用   

為替差損 － 884

投資事業組合運用損 609 2,258

その他 － 10

営業外費用合計 609 3,153

経常利益又は経常損失（△） 33,136 △529,303

特別利益   

投資有価証券売却益 28,805 －

特別利益合計 28,805 －

特別損失   

固定資産除却損 317 752

投資有価証券評価損 21,587 －

関係会社株式売却損 56,514 －

関係会社株式評価損 363,495 －

貸倒引当金繰入額 － 1,493,481

事業構造改革費用 － 123,281

その他 － 8,702

特別損失合計 441,915 1,626,217

税引前当期純損失（△） △379,972 △2,155,521

法人税、住民税及び事業税 6,729 3,800

法人税等調整額 262,564 △11,545

法人税等合計 269,293 △7,745

当期純損失（△） △649,265 △2,147,776



（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 3,320,723 3,320,723

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 3,320,723 3,320,723

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 2,978,396 2,978,396

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 2,978,396 2,978,396

利益剰余金   

その他利益剰余金   

別途積立金   

前期末残高 600,000 －

当期変動額   

別途積立金の取崩 △600,000 －

当期変動額合計 △600,000 －

当期末残高 － －

繰越利益剰余金   

前期末残高 454,324 △279,553

当期変動額   

別途積立金の取崩 600,000 －

剰余金の配当 △113,183 －

当期純損失（△） △649,265 △2,147,776

自己株式の消却 △571,429 －

当期変動額合計 △733,878 △2,147,776

当期末残高 △279,553 △2,427,330

利益剰余金合計   

前期末残高 1,054,324 △279,553

当期変動額   

別途積立金の取崩 － －

剰余金の配当 △113,183 －

当期純損失（△） △649,265 △2,147,776

自己株式の消却 △571,429 －

当期変動額合計 △1,333,878 △2,147,776

当期末残高 △279,553 △2,427,330



（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

自己株式   

前期末残高 △571,429 －

当期変動額   

自己株式の消却 571,429 －

当期変動額合計 571,429 －

当期末残高 － －

株主資本合計   

前期末残高 6,782,015 6,019,566

当期変動額   

剰余金の配当 △113,183 －

当期純損失（△） △649,265 △2,147,776

自己株式の消却 － －

当期変動額合計 △762,448 △2,147,776

当期末残高 6,019,566 3,871,790

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 － △1,387

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,387 126

当期変動額合計 △1,387 126

当期末残高 △1,387 △1,261

繰延ヘッジ損益   

前期末残高 － －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － 27,372

当期変動額合計 － 27,372

当期末残高 － 27,372

評価・換算差額等合計   

前期末残高 － △1,387

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,387 27,498

当期変動額合計 △1,387 27,498

当期末残高 △1,387 26,111



（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

新株予約権   

前期末残高 868,000 －

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △868,000 －

当期変動額合計 △868,000 －

当期末残高 － －

純資産合計   

前期末残高 7,650,015 6,018,179

当期変動額   

剰余金の配当 △113,183 －

当期純損失（△） △649,265 △2,147,776

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △869,387 27,498

当期変動額合計 △1,631,836 △2,120,277

当期末残高 6,018,179 3,897,901



（４）継続企業の前提に関する注記 

     該当事項はありません。 



６．その他 

（１）役員の異動 

  ①代表取締役の異動 

   該当事項は、ありません。 

  ②その他の役員の異動 

  ・退任取締役 

   取締役（常勤） 橋本 裕 

  ③退任日 

   平成21年５月７日 

   ※詳細は、本日公表しております「取締役の辞任に関するお知らせ」をご参照願います。 



(２) 生産、受注及び販売の状況 

  ① 生産実績 

 当連結会計年度の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は、当期製品製造原価によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．前連結会計年度まで区分掲記しておりました「国内受託事業」は事業構造の改変に伴い重要性が低下した 

  ため「その他の事業」に含めることとしました。 

  ② 受注実績 

 当社企業グループは、主に国内コンテンツ配信事業を行っているため、該当事項はありません。 

 ③ 販売実績 

 当連結会計年度における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

    ２．前連結会計年度まで区分掲記しておりました「国内受託事業」は事業構造の改変に伴い重要性が低下した 

ため「その他の事業」に含めることとしました。 

    ３．最近２期における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであり

ます。 

 なお、ＮＴＴドコモ、ＫＤＤＩ及びソフトバンクモバイルに対する販売実績は、当社企業グループがＮＴ

Ｔドコモのiモードサービス、ＫＤＤＩのＥＺｗeb及びソフトバンクモバイルのYahoo!ケータイを介して行

う有料情報サービスの利用者（一般ユーザー）に対する情報料の総額であります。 

     ４．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

前年同期比（％） 

国内コンテンツ配信事業（千円） 803,672 81.7 

カジュアルコミュニケーション事業（千円） 124,414 146.8 

海外事業（千円） 44,783 80.6 

その他の事業（千円） 70,719 33.6 

合計（千円） 1,043,590 78.2 

事業の種類別セグメントの名称 
当連結会計年度 

（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

前年同期比（％） 

国内コンテンツ配信事業（千円） 4,489,821 102.2 

カジュアルコミュニケーション事業（千円） 6,665 － 

海外事業（千円） 88,556 86.5 

その他の事業（千円） 115,455 26.0 

合計（千円） 4,700,499 95.2 

  相手先 

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

  ＮＴＴドコモ 2,831,287 57.3 2,903,225 61.8 

  ＫＤＤＩ 928,035 18.8 932,290 19.8 

  ソフトバンクモバイル 385,569 7.8 379,947 8.1 
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